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我が国の省庁等、政府系機関からは日々多種多様な情報が発信されます。（株）現代文化研究所はその中から広くモビリティに関する注目
情報を所定期間にわたりピックアップ、テーマを設定しその切り口から関連情報を整理し、お伝えします。

将来の自動運転車両の社会実装化を見据えて助走
～新技術に対応する検査、保安基準の改訂で安全・安心を担保～

No.7 2020年９月7日

公表情報タイトル︓自動運転に対応した新たな検査手法を導入します︕︕
～道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部改正について～

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha09_hh_000255.html
発信元︓国土交通省自動車局整備課 2020年８月5日

【今回のテーマ/注目情報】*モニタリング期間︓2020年8月1日～８月25日

（概要）
・令和6年（2024年）10月から、令和3年（2021年）10月以降の新型車を対象に、自動車の検査（車検）において、自
動ブレーキなど自動運転技術等に用いられる電子制御装置の目に見えない故障に対応するための電子的な検査を開始する。
（但し、輸入車は令和４年（2022年）10月以降の新型車を対象に、令和７年（2025年）10月から検査開始）
・なお、来年から電子的な検査のプレテストを開始。必要な情報管理に係る実費として、一車両当たり400円の徴収となる。

関連情報
・国土交通省︓車載式故障診断装置を活用した自動車検査手法のあり方
https://www.mlit.go.jp/jidosha/OBD_Inspection_System.html
・国土交通省︓自動運転車に関する安全基準を策定しました︕
https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha07_hh_000338.html
・経済産業省︓日本発の「部分的自動車線変更システム」に関する国際標準が発行されました
https://www.meti.go.jp/press/2020/05/20200507002/20200507002.html

お問合せ︓（株）現代文化研究所 市場戦略情報第1領域 https://www.gendai.co.jp/inquiry

（車載診断装置を活用した新たな検査実施の意義）
・近年、自動ブレーキ等の電子制御を駆使した自動運転
技術は、軽自動車を含む幅広い車両への搭載が進む。
・これら技術は、交通事故防止効果が期待される一方で、
故障時は誤作動が事故につながる恐れもあるため、適
切な検査方法による、機能の確認・維持は不可欠。
・現在の車検では、外観や測定器を使用した機能確認に
とどまり電子装置の機能確認には対応していなかった。
・国土交通省は平成29年12月から、自動運転技術等に
用いられる電子装置に対応する検査方法として、車載式
故障診断装置を活用した検査の導入検討を重ねてきた
（平成31年3月取り纏め報告書公表）。

（当社の視点）
・自動運転ブレーキの汎用化や、レーンキープの汎用化
や国際標準化（令和2年5月「部分的自動車線変更の
システム」発行）、さらに将来の安全な自動運転車両
の実用化・普及に向けて、車両の操舵・制御系の電子
新技術の適正な検査方法と仕組みを整えることとなる。
・これは、安全・安心な自動運転車両の社会実装化に向
けて、保安面からのサポートにつながると考えられる。

<検査の対象装置>
[1]運転支援装置
・衝突被害軽減ブレーキ（自動ブレーキ）
・自動命令型操舵機能（レーンキープ） 等
[2]自動運行装置
[3]排ガス関係装置

<検査のイメージ>

出典）国土交通省
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